
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

・　民生委員の確保が厳しい状況とのことだが、人員の確保が困難
な理由を分析して対策を講じ、確実に人員を確保できるように頑
張っていただきたい。
・一般市民は、困りごとがある場合、民生委員に相談するという考え
が浮かばないのが現状だと思うので、相談できる内容等について、回
覧板や掲示板でも周知・情報提供をしてもらえると、民生委員が活
躍できる場面が増えるのではないか。

子どもから高齢者まで、障害のある人もない人も、誰もが住み慣れ
た地域で暮らせるよう、身近な圏域において、分野を超えた生活課
題に関わる相談を包括的に受け止め、支援していく新たな体制を
構築する必要があり、そのために地域における担い手の育成が求め
られる。

・地域共生社会を支える地域包括ケアシステムの確立を目
指すとともに、高齢者人口の増加による複雑多様化する相
談に柔軟に対応できるよう、日常生活圏域を変更し、地域
包括支援センターを５か所から６か所に増設した。

【判断の根拠】
指標１については、やや低下傾向にある。
新型コロナウイルス感染症の影響により、地域における様々
な「つながる」活動ができなくなるなど、地域福祉活動に影響
が出ている。

【継続】
・地域福祉の担い手である民生委員児童委員の活動を促進し、
地域社会の福祉増進を図るため、活動費及び運営費を交付し、
活動を支援した。
・第４期地域福祉計画の令和３年度評価を審議するため、地域
福祉計画推進委員会を開催した。
・地域福祉推進の中心的な役割を担う社会福祉協議会の運営に
かかる費用に対し補助金を交付した。
・市民団体が行う福祉事業に係る費用に対し補助金を交付した。

【外的要因】
・新型コロナウイルス感染症の影響がある中においても、民生
委員・児童委員は様々な工夫をしながら相談や支援活動を
続けており、今後も住民の心の支えとして活動していく。

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 ② 3 4 ・・・ やや遅れている

1,868 1,816 1,500 2,600

民生委員・児童委員の活動状況 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
民生委員・児童委員の相談・支援件数（件） －

関連課 障害福祉課、長寿はつらつ課、保育課

誰もが住み慣れた地域の中で、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできるまちづくりが図られ
る。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

211 地域共生社会の構築
担当課 福祉相談課

目 指 す 姿



︓

　

　地域福祉計画・地域福祉活動計画をはじめ、高齢者、障
害のある人、子どもなどの様々な計画を踏まえ、地域共生社
会に向けた支援体制の構築に向けて検討する。

地域の基幹となって機能する基幹型の地域包括支援セン
ター及び障害者基幹型相談支援センターの設置に向け検討
し、その検討に合わせて包括的な新たな支援体制を構築す
るよう検討していく。

新型コロナウイルス感染症の影響で、対面や住民同士が集う地
域福祉活動が難しくなっていたが、新型コロナウイルスの発生から
３年余りが経ち、今後は感染対策をした上で、従前の活動に戻
りつつなると思われる。
民生委員・児童委員が、コロナ特例貸付の借受人やその世帯と
関わることが考えられることから、必要に応じて社会福祉協議会
や自立相談支援機関につないでいくことが必要である。

地域共生社会の構築を進めていくためには、行政だけでなく、地
域住民をはじめ社会福祉協議会や福祉関係者等との連携体
制を整える必要がある。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

313,630 336,374

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 315,241 313,630 336,374

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
315,241

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9 (仮称)福祉複合施設建設事業 － － 10,714 継続
8 子ども・子育て支援事業【再掲】 － － － 継続
7 民生委員児童委員活動事業 28,358 28,134 27,962 継続
6 地域福祉計画推進事業 19,946 9,240 3,449 継続
5 総合福祉センター施設改修事業 12,274 16,613 26,270 継続
4 総合福祉センター管理運営事業 130,688 130,082 132,789 継続
3 社会福祉増進事業 120,821 126,053 132,678 継続
2 災害救助事業 2,378 3,129 2,143 継続

R4決算見込み
1 災害援護資金貸付事業 776 379 369

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

該当なし 生活困窮に関する相談や複合化かつ複雑化する相談に対
応するため、関係部署や関係機関との連携をさらに深めるとと
もに、包括的な相談体制等を整える必要がある。

・電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金の確認書
を対象となる世帯へ送付し、提出を受けて支給した。また、家
計急変世帯に対しても、必要要件のもと申請を受け、支給を
行った。

【判断の根拠】
指標１については、多い状態が続いている。
引き続き、関係部署や関係機関等と連携し、必要な支援に
つなげていく。

【継続】
・新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の申請を受
け、支給を行った。
・住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の確認書を対
象となる世帯へ送付し、提出を受けて支給した。また、家計急変世
帯に対しても、必要要件のもと申請を受け、支給を行った。・生活
困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者に対して市町村の必須
事業とされている自立相談支援事業及び住居確保給付金の支
給、任意事業の学習支援事業を実施した。
・高齢者の困りごと相談をはじめ、福祉に関する相談を受ける福祉
の総合相談を実施した。
・福祉相談アドバイザー事業を実施した。

【外的要因】
新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、生活困窮
に関する相談が多い状態となっている。

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

2,704 1,994 2,200 1,400

福祉の総合相談件数 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
福祉の総合相談件数（件） －

関連課 生活援護課

複合化かつ複雑化した様々な問題を包括的に受け止める相談体制を整えることで、生活困窮者等の生活の安定と自立の促
進が図られる。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

212 生活困窮者等への支援
担当課 福祉相談課

目 指 す 姿



︓

　

　日常生活における様々な困りごとや悩みごとをはじめ、ひきこ
もりの方、８０５０問題、ダブルケアなどの複合化かつ複雑
化する問題を包括的に受け止める相談体制を構築する。

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、国の給付
等の新たな事業が設けられたり、既存の給付金制度が拡大
や延長されたりしているが、適切に対応している。

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響もあり、生活困
窮に関する相談をはじめ、社会的に孤立する世帯が増えてい
る。
・コロナ特例貸付の償還が開始されることから、返済できない
等の相談も増えていくと思われる。

・福祉の総合相談窓口の周知に努めている。
・民生委員児童委員や社会福祉協議会とも連携し、相談者の
支援に努めている。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

1,062,268 941,459

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 51,835 1,062,268 941,459

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
51,835

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6
5
4 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金支給事業 － － 592,802 休止・廃止
3 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業 － 36,970 33,217 休止・廃止
2 住民税非課税世帯等への臨時特別給付金支給事業 － 994,187 290,598 休止・廃止

R4決算見込み
1 福祉相談事業 51,835 31,111 24,842

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



関連課 保育課、健康づくり課、教育指導課、生涯学習・スポーツ課

子どもの権利が守られ、全ての子どもが安心して健やかに育つまちとなっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

221 子どもたちが健やかに育つ環境整備
担当課 こども未来課

指 標 １ 指 標 2
要保護児童対策地域協議会実務者会議開催回数（回） －

要保護児童などの適切な保護又は適切な支援を図るため、開
催された要保護児童対策地域協議会実務者会議の回数

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
6 6 6 6

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
・子ども家庭総合支援拠点を設置した。 【判断の根拠】

指標１については、概ね順調に推移している。
今後も要保護児童対策地域協議会の関係機関との連携を
図りながら取組を進めていく。

【継続】
・児童相談所と連携を図り、児童相談を実施した。
・里親宅において、児童を一定期間養育した（ショートステイ
事業）。
・こども未来課職員と家庭児童相談員が子どもに関する相談
を実施した。
・児童虐待対応をしつつ、子どもの成長過程で起こる様々な
問題や心配事などの相談を受け付けた。（令和５年１月
末、延べ受付人数８８７人）
・支援が必要な家庭に対して、養育支援訪問事業を実施し
た。

【外的要因】
新型コロナウイルス感染症などの影響により、ショートステイ事
業、養育支援訪問事業などで利用者が減少していたが、外
出自粛の取り組みが緩和されたことから、利用が増加した。

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 3 ④ ・・・ 社会的なニーズは増加傾向にある

【子ども・子育て会議】
・ショートステイ事業については、委託里親の確保が課題と考
えられる。
・養育支援訪問事業については、支援対象者の把握に力を
入れて取り組むべきである。

家族形態や児童を取り巻く環境の変化などで、配慮や相談支援等
が必要な児童や家庭は増加傾向にあり、子育て支援策に関する
課題やニーズは、今後ますます増大し複雑・多様化するものと考え
る。児童虐待の早期発見・未然防止のため、母子保健担当をはじ
め関係機関と連携し、妊娠期からの切れ目のない支援が、ますます
必要となるものと考える。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 子ども・子育て支援事業計画推進事業【再掲】 - - - 継続

R4決算見込み
1 児童相談事業【再掲】 - - -

4 ひとり親家庭生活支援事業 10,795 10,206 8,012 継続
3 ひとり親家庭支援事業 57,410 57,579 56,518 継続

6 母子施設入所事業 2,865 2,650 3,391 継続
5 児童扶養手当給付事業 298,587 280,435 268,980 継続

8 障害児放課後児童クラブ管理運営事業 34,946 30,969 34,506 休止・廃止
7 育み支援バーチャルセンター事業（保育園巡回相談事業） 5,430 4,543 4,433 継続

10 育みバーチャルセンター事業（学校巡回相談事業）【再掲】 - - - 継続
9 育み支援バーチャルセンター事業（幼稚園巡回相談事業等） 15,445 15,918 17,813 継続

12 児童館管理運営事業 294,409 291,311 286,158 継続
11 特別支援教育事業【再掲】 - - - 継続

14 放課後子ども教室事業【再掲】 - - - 継続
13 保育園運営事業【再掲】 - - - 継続

16 青少年健全育成事業【再掲】 - - - 継続
15 民間社会福祉施設整備費補助事業【再掲】 - - - 継続

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

693,611 679,811

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 719,887 693,611 679,811

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
719,887

・児童虐待防止のため、関係機関との連携強化や職員の専
門性向上を図るなどし、児童虐待の発生予防、早期発見、
早期対応に努める。
・こども家庭総合支援拠点設置後の効果検証とさらなる連
携体制の構築に努める。

・子どもの権利が守られ、すべての子ども、保護者が安心し
て、健やかに成長するための仕組みづくりや地域における環境
づくりを推進するためには、行政と市民、関係機関等との協
働が不可欠である。
・朝霞市内に児童相談所の設置が予定されており、児童相
談対応における専門性の向上が期待できる。

・ＳＮＳ、ホームページ、広報等を活用し、子どもの権利の尊
重・保護のため意識啓発を図っているが、児童虐待は年々
増加傾向にある。
・児童相談の内容は、年々、複雑・複雑化しており、その対
応も困難さを増している。児童虐待の発生予防、早期発見
と重篤化防止のため、専門的かつ継続的な対応や支援体
制のさらなる充実が必要である。

様々な子育て支援施策の推進や児童虐待を防止するには、行政
だけでは限界があるため、市民をはじめ、関係機関や有識者などが
関与し、それぞれの立場で、意見や評価をいただくことや、相互に連
携して進めることが必要である。
【児童虐待対応】
（市）児童虐待に関する通告や相談などに対して、迅速かつ適切
な対応を行っていく。
（市民）児童虐待に関する情報提供や地域での児童の見守り。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



関連課 保育課、健康づくり課

子育てに関する相談を気軽にできるなど、全ての家庭が安心して子育てをすることができるまちとなっている。

まち・ひと・しごと目標 基本目標３　安心して結婚・出産・子育てができる環境をつくる

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

222 子育て家庭を支えるための環境整備
担当課 こども未来課

指 標 １ 【まち・ひと・しごと】 指 標 2
子育て支援センター利用者数（人） －

子育て中の親子の交流の場として、各種事業や子育てに関する
相談を行っている子育て支援センターの利用者数

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
41,017 50,378 55,000 34,000

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

【判断の根拠】
子育て家庭を支えるための環境整備の一環として整備してい
る子育て支援センターは、気軽に相談できる地域拠点として
定着しており、子育て支援として重要な役割を担うことができ
た。

【継続】
・子ども・子育て会議において、管理事業及び関連事業の進
捗管理を行った。
・子育てに関する相談の受付や情報提供を子育て支援セン
ターで行った。（延べ利用者数約55,000人）
・児童館６館の管理・運営を指定管理者の社会福祉協議
会が行った。（延利用者数約175,000人）
・こども医療費及びひとり親等医療費、児童手当及び児童
扶養手当を支給した。

【外的要因】
新型コロナウイルス感染症の影響により、児童館や保育園を巡回・
訪問して相談を受ける機会を設けることが難しく、家庭児童相談の
延相談件数は減少したが、保護者などからの個別相談は、対面に
代えて電話などで対応することができた。

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

【子ども・子育て会議】
・コロナ禍で利用者も減少したものの子育ての中の家庭にとって安
心してすごせる場となっている。家庭以外の居場所として定着してお
り一定の成果を上げている。支援センターの周知をもっと広げてほし
い。
・計画のうえでは、９ヶ所とあるが、令和２年度から８ヶ所になって
いるため計画的な整備に努めて下さい。（子育て支援センター）

家族形態や子育て環境の変化、転入などにより、相談相手が身近
におらず、育児不安や負担を抱える子育て家庭も多く、育児や子
育てに関する様々な相談は、今後も増加することが想定される。相
談体制の充実や地域における子育て支援策として、子育て支援セ
ンターや児童館など、気軽に集い、利用できる場の提供や事業の充
実が必要になる。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 子育て情報誌作成事業 776 757 739 継続

R4決算見込み
1 こども医療費支給事業 483,208 592,571 625,287

4 児童相談事業 44,344 50,215 49,501 継続
3 児童手当給付事業 2,261,975 2,240,829 2,145,355 継続

6 民間社会福祉施設整備費補助事業 7,757 7,572 103,211 継続
5 放課後児童クラブ施設管理事業 2,601 1,418 11,983 継続

8 保育園運営事業【再掲】 - - - 継続
7 子ども・子育て支援事業計画推進事業【再掲】 - - - 継続

10 未熟児養育医療給付事業【再掲】 - - - 継続
9 放課後児童クラブ運営事業【再掲】 - - - 継続

12 児童館管理運営事業【再掲】 - - - 継続
11 子育て支援センター運営事業 23,065 26,253 29,292 継続

14
13 青少年健全育成事業【再掲】 - - - 継続

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

2,919,615 2,965,368

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 2,823,726 2,919,615 2,965,368

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
2,823,726

・全ての家庭が安心して子育てできるよう、地域における子育て支
援策として、引き続き子育て支援センターや児童館など、気軽に集
える場を提供するとともに、様々な情報発信や事業を通じ、利用者
の増大を図っていく。
・こども医療の支給など子育て家庭のニーズが高く、経済的支援を
行う対象者の多い事業については、財政的な負担の増大も踏ま
え、制度維持の観点から、事業効果を検証する。

全ての子育て家庭が、「子育てがしやすいまち」と実感できるよう、引
き続き、相談体制の充実や経済的な負担の軽減を図り、子どもの
保健の向上と福祉の増進に努める。併せて、地域における子育て
支援施設の提供や効果的な活用を踏まえ、多くの市民に利用いた
だくため、周知の面でさらに工夫する必要がある。また、子どもたちが
犯罪や事故に巻き込まれない安心・安全が環境づくり等の充実に
努める。

・こども医療費支給制度は、子育て支援の重点施策の一つと
して位置づけ、限られた財源の中で、市が独自に対象要件を
定め実施しているが、その支給額は年々増加傾向にあり、大
きな財政負担となっている。
・子どもの貧困をはじめとする、子ども・若者に関する課題への
施策を検討する際には、社会福祉協議会や関係団体・
NPO等との連携を模索する必要がある。

・子どもの貧困対策支援に関し、子ども食堂団体を側面的に支
援することで推進に寄与することができた。
・子ども・子育て支援事業計画の進捗管理を子ども・子育て会
議委員に評価（外部評価）をいただくことで、様々な視点から
の意見を取り入れながら、各種事業等の推進を図ることができて
いる。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 保育課
関連課 こども未来課

まち・ひと・しごと目標 基本目標３　安心して結婚・出産・子育てができる環境をつくる
（イ）様々な保育需要に応じた環境づくり

指 標 １ 【まち・ひと・しごと】 指 標 2

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
68 43 21 0 136 69 69 0

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

【朝霞市子ども・子育て会議】
第２期朝霞市子ども・子育て支援事業計画に、待機児童の
解消を位置付けており、施設の整備にあたっては、当該会議
に報告し、承認を得ている。

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

223 幼児期等の教育・保育の充実

保護者の多様なニーズに対応でき、安心で安全な保育園・小規模保育施設・家庭保育室・放課後児童クラブが整備されて
いる。

保育園待機児童数（人） 放課後児童クラブ入所保留者数（人）

保護者の就労等の理由により、保育園に入園申請をしたにもか
かわらず、入園することができなかった児童数

保護者の就労等の理由により、放課後児童クラブに入所申請を
したにもかかわらず、入所することができなかった児童数

本市における保育ニーズは引き続き高い状況にあるため、待
機児童の解消に向けて保育所及び放課後児童クラブの整
備などを行い、受け皿の確保を進める必要がある。

・公設保育園の管理運営（公営１０園、民営２園）【分園を含む】
・民営保育園・認定こども園への給付費支給（３５園）【分園を含む】
・小規模保育施設等への給付費支給（２７施設）【居宅を含む】
・放課後児童クラブの管理運営（指定管理者制度、１０施設）
・民間放課後児童クラブの運営補助（１１施設）
・家庭保育室への運営費補助（３施設）
・私立幼稚園への利用料等補助（８園）
・障害児放課後児童クラブへの運営費補助（１施設）
・子育て支援センター（さくら・きたはら）の管理・事業運営
・ファミリーサポートセンターの事業運営

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

保育園の待機児童解消を図るため、小規模保育施設１施
設を整備した。また、令和５年度にむけて保育所２施設、
放課後児童クラブ１施設の整備を進めている。

指標１は令和３年度、埼玉県内で多い方から１位であった
が、令和４年度は４位となった。また待機児童も縮小が図ら
れており、おおむね順調である。
指標２は横ばいとなっているため、引き続き待機児童の解消
に向けた施設整備等を進める。

【外的要因】

4 必 要 性

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み

1 子ども・子育て支援事業計画推進事業 2,849 3,051 3,466 継続
2 家庭保育室支援事業 16,420 14,949 11,399 継続
3 子ども・子育て支援事業 4,224,464 4,430,432 4,654,004 継続
4 私立保育園就園費等補助事業 5,652 5,886 9,652 継続
5 私立幼稚園就園費等助成事業 699,697 656,735 663,191 継続
6 保育園運営事業 1,049,399 1,139,234 1,183,305 継続
7 保育園施設改修事業 5,237 7,466 26,559 継続
8 保育園施設管理事業 115,822 117,596 137,119 継続
9 放課後児童クラブ運営事業 713,534 685,447 779,833 継続
10 子育て支援センター運営事業【再掲】 - - - 継続
11 ファミリーサポートセンター運営事業 7,181 6,843 7,875 継続
12 民間社会福祉施設整備費補助事業【再掲】 - - - 継続
13 放課後児童クラブ施設管理事業【再掲】 - - - 継続
14 障害児放課後児童クラブ管理運営事業【再掲】 - - - 休止・廃止
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38

計（単位︓千円） 6,840,255 7,067,639 7,476,403

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
6,840,255 7,067,639 7,476,403

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
待機児童数が多い状況が依然として続いているが、将来的
には本市においても少子化傾向が想定されている。当初入
園申請で０歳児枠に空きがみられるなど、保育需要の状況
変化も見られることから、今後の保育所等の整備においては、
本市の将来像を見据えて進めていく必要がある。

・待機児童の解消にあたっては、保護者や関係事業者、学識
経験者などで構成される、朝霞市子ども・子育て会議での意見
を踏まえて検討をしていく。
・保育園及び放課後児童クラブの運営については、保護者の意
見を収集し、ニーズに沿った保育サービスの充実を図る必要があ
る。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括
保育園等については、施設の整備に併せ、既存施設の定員
の見直しを行うなど、様々な方策を行うことで、待機児童の
解消を目指している。今後においても整備以外の手法による
方策も検証していく。
放課後児童クラブも定員が充足している学区もあり、今後の
人口推計を見据えて、整備個所を検討していく。

保育園や放課後児童クラブなどの保育需要は高く、保育施
設等の整備等を進めることで、待機児童や入所保留者の解
消に努めている。一方、少子化傾向の影響も見られ初めてい
ることから、保育の質の確保に留意しながら、待機児童対策
を検討していく。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円



関連課 生涯学習・スポーツ課

学校、家庭、青少年の育成に関係する市民団体などとの協働による青少年健全育成活動が推進され、青少年が健全に育
つまちとなっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

224 青少年の健全育成の充実
担当課 こども未来課

指 標 １ 指 標 2
青少年を守り育成する家の数（件） －

青少年を守り育成する家の趣旨に賛同し、協力する住宅・店
舗・公共施設登録数

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
533 528 516 550

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

【判断の根拠】
指標１について、各お宅で代替わりや日中に不在の理由で、
若干の低下はあるものの、事業所の協力により登録数が保た
れている。集合住宅等におていは、管理人室が備わっていな
いと協力を得るのが難しい。

【継続】
・朝霞市青少年育成市民会議に補助金を交付し活動を支援し
た。
・コロナ禍の影響により、青少年育成市民会議との共催の諸事業を
一部縮小で実施、または中止した。ふれあい体験事業（親子ハイ
キング）（5月）、青少年健全育成の集い作文募集・発表会（7
月）。ふれあい標語の募集・選考、機関紙「ひまわり」の発行（年
2回）、地域安全マップ作成指導員養成講座（1月）、「青少年
を守り育成する家」の看板の設置の推進を実施した。なお、駅頭
キャンペーン（2回）は中止となった。
・成人の日に新成人代表の協力を得て、成人式を開催した。

【外的要因】
市民との協働や関係団体との協力により、青少年健全育成
事業を実施するものだが、新型コロナウイルスの影響により、
街頭キャンペーンの中止が続いている。できる限りの事業実施
や啓発に努める。

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

青少年問題協議会において、朝霞警察署管内の犯罪動向
や、青少年の健やかな成長に関わる（令和4年度︓ヤング
ケアラー）時事の案件を取り上げ会議を行い、啓発や対応
の方向性について確認している。

社会状況や家族形態等の変化により、青少年の自立や社会参加
や地域とのつながりの希薄化が懸念されるなど、青少年を取り巻く環
境は著しく変化している。また、詐欺・強盗などSNSを介しての犯
罪、ＪＫビジネスや薬物使用など、青少年を巻き込んだ事件・事故
が顕在化しており、今後も増加することが考えられる。

目 指 す 姿
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５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 成人式事業【再掲】 ー ー ー 継続

R4決算見込み
1 青少年健全育成事業 8,510 9,295 6,863

4
3

6
5

8
7

10
9

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

9,295 6,863

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 8,510 9,295 6,863

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
8,510

・青少年の地域社会への帰属意識を醸成するとともに、社会
参加意識を高めていくための機会の提供や取り組みを関係
団体と検討する。
・関係団体や学校、事業者等と連携し、地域全体で取り組
む体制づくりを推進し、補助金を交付している各団体の会員
や賛同者を増やすため、広報やホームページ、機関紙などを
活用し、引き続き、募集や周知に努める。

スマホなどの情報通信機器を低年齢から所持するようになったことで、危険
ドラッグ等の薬物使用やＪＫビジネスなど、インターネットを巧みに利用した
犯罪に青少年が巻き込まれる事件や事故が全国的に広がっている。行政
が地域や家庭、学校、関係団体などと協働し、青少年が事件の加害者や
被害者にならないよう、市民総ぐるみで青少年を守り育てることが重要であ
る。青少年問題への市民の関心を高めるため、関係機関や関係団体等と
連携しながら、引き続き、青少年の健全育成に関わる啓発活動や情報発
信などを行っていく必要がある。

・社会状況等の変化により、青少年と地域とのつながりの希薄化が
懸念される中で、青少年の地域社会への帰属意識を醸成するとと
もに、社会参加意識を高めていくことが課題である。
・青少年の健全育成に関する施策を、さらに推進するためには、より
多くの市民や関係団体が青少年の健全育成に関心を持ち、市や
関係団体の取り組みに積極的に関わっていくような体制づくりが必
要である。

・青少年健全育成は、地域や市民が大きな役割を果たすことが
期待される施策であることから、補助金を交付する各団体の自
主性を尊重しながら、行政として必要な支援のあり方を検討し、
相互に協力や補完する体制づくりが必要である。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 3 ④ ・・・ 社会的なニーズは増加傾向にある

【外部評価委員会】
・フレイル段階での支援が大切なので、その取り組みに力を入
れて欲しい。
【高齢者福祉計画及び介護保険事業計画推進会議】
・第２層協議体が一生懸命やっているので、第１層協議体
にもきちんと取り組んで欲しい。

　本市は、今後も高齢者人口の増加が続くことが見込まれている。
　特に介護が必要な状態となる可能性が高まる75歳以上の後期
高齢者人口の増加が見込まれることから、元気高齢者を増やして
いくために、生きがい及び健康づくり、介護予防の取組みは、さらに
重要性が増す。
　また、コロナ禍での活動自粛などがあったことに伴う、健康状態の
悪化等の影響も少なからずあるものと考えられる。

・コロナ禍で閉じこもり傾向の高齢者に対する、買い物と交流
の場の創出として、移動販売事業者を支援した。

【判断の根拠】
　元気高齢者率については、ほぼ計画どおりであるが、平成
２９年度より開始している、支え合いの仕組みづくりを目的と
した生活支援体制整備事業と、介護予防・日常生活支援
総合事業の取り組みの連動により目標値を改善させていくこ
とが重要となっている。
　コロナ禍により、多世代が交流できる活動が制限されてきた
が、対策を講じたことにより、活動回数や活動団体数は回復
傾向となっている。【継続】

・高齢者福祉計画及び介護保険事業計画推進会議を５回実施した。
・生活支援コーディネーター会議を毎月開催し、ニーズに合った事業の企
画・実施や、第２層協議体の活動状況を共有し、それぞれが新しい取組を
実施した。
・一人暮らしなどで地域のつながりも希薄な高齢者に対し、訪問での声掛け
支援などに加え、広報や動画配信によりフレイル予防の啓発を実施した。
・長寿を祝う会を有観客で開催するとともに、リモート配信や老人福祉セン
ター等での録画上映を実施した。
・朝霞地区シルバー人材センターの運営に対して、和光市、志木市と３市
で補助を行った。

【外的要因】
　コロナ禍の影響は一部で残っているものの、対策を講じたこ
とで、市民が参加する各種活動の回数や活動団体数は回
復傾向となっている。

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

82.7 82.2 82.0 79.9 0 3 7 10

第1号被保険者のうち、要支援・要介護認定を受けていない人
の割合

主に老人福祉センターを利用している高齢者と同一建物内の児
童館を利用している児童や学生と交流を図ることができた回数

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2 【まち・ひと・しごと】

元気高齢者率（％） 多世代が交流できる機会（回）

（イ）様々な人々がつながりを持ちながら相互に支え合う地域の基盤強化

関連課 健康づくり課

高齢者が地域活動や、様々な社会参加に積極的に取り組み、生きがいを持ち、健康な生活をしている。

まち・ひと・しごと目標 基本目標４　誰もがいつまでも活躍できる安全・安心なまちを実現する

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

231 健康で活躍できる地域社会の推進
担当課 長寿はつらつ課

目 指 す 姿



︓

　

　　第8期計画の位置付けに基づき、生活支援や介護予防活動などに主体
的に取り組む高齢者を増やし高齢者の社会参加の活動から、人と人とがつ
ながることをとおし、生きがいづくり、健康づくりを進め、元気な高齢者を増や
していく。
　そのため、地域住民同士の互助の活動を推進する、第２層協議体の活
動を支援するとともに、主体的に地域で様々な社会参加活動をしている団
体に対し、介護予防などの活動が強化されるよう、専門職等の派遣や活動
場所の確保支援などを関係機関と連携して展開していく。

　高齢者が主体的に健康と生きがいを持った活動ができるよ
う、介護予防活動などを支援していく。
　第８期計画の目標に向かい、着実に取組みを進めていく。

・健康づくり・生きがいづくり、介護予防の推進のためには、助け合いの生活支援の活
動や介護予防の活動など様々な形の社会参加活動を通して取り組むことが重要と
なっている。
・生活支援・介護予防の一体的推進を図り、多くの高齢者の社会参加の活動を進
めていくために、第２層協議体の活動支援とともに、就労支援活動なども含め関係
機関との連携も進める、市全域を対象とした課題を協議し活動の支援を行う、第１
層協議体を立ち上げる必要がある。
・介護予防の推進については、フレイル予防を中心とし、高齢者の保健事業と介護予
防の一体的実施の推進などによる予防事業の取組み強化が重要である。

　元気高齢者を増やすために、社会参加の活動をとおし、同じ
地域に暮らす住民同士がつながり、互助の活動や介護予防活
動が、住民主体で推進されることが重要であることから、行政は
市民と協同しながら事業を展開し、市民が主体的に活動できる
よう支援していく。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

343,397 427,838

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 313,695 343,397 427,838

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
313,695

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11 介護人材確保事業【再掲】 ー ー ー 継続
10 シルバー人材センター支援事業 18,214 18,943 19,267 継続
9 あさか健康プラン２１推進事業【再掲】 ー ー ー 継続
8 一般介護予防事業 ー 28,620 50,922 継続
7 生活支援体制整備事業 28,257 24,027 30,235 継続
6 高齢者福祉計画及び介護保険事業計画推進事業 6,059 5,971 13,354 継続
5 介護予防・生活支援サービス事業 168,455 171,780 219,514 継続
4 任意事業【再掲】 ー ー ー 継続
3 老人福祉センター管理運営事業 50,722 52,192 52,779 継続
2 生きがい活動支援事業 14,778 14,879 15,566 継続

R4決算見込み
1 敬老事業 27,210 26,985 26,201

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 3 ④ ・・・ 社会的なニーズは増加傾向にある

【外部評価委員会】
・フレイル段階では、本人も家族も認めたくない意識が先に
立ってしまうので、自ら情報収集しなくても、掲示板や回覧板
など、自然と目につくような形で情報等が得られるようにして欲
しい。

　今後も75歳以上の後期高齢者の増加が続き、かつ、一人暮らし
など高齢者のみの世帯の増加も予想され、介護サービスの必要性
のみならず、地域における助け合いなど、様々な支援を必要とする
高齢者の増加が見込まれる。
　そのため、複雑多様化する生活課題を持ちながら、その方らしく、
住み慣れた地域で、可能な限り暮していきたいと願う、多くの高齢
者への対応が求められる。

・介護認定調査の円滑な実施を図るため、介護認定調査
員を増員した。
・介護認定審査会の円滑な実施を図るため、介護認定審
査会事務に従事することができる専門職事務員の派遣委託
を実施した。
・感染症による重症化リスクの高い高齢者が利用する介護事
業所に対して、感染症予防対策費の一部を補助した。

【判断の根拠】
　高齢者の身近な地域で、たとえ介護が必要な状態であって
も、その方にとって豊かな自立生活ができるよう支援し、地域
包括ケアを推進するために、適切な介護保険サービスに結び
つけるほか、介護保険サービス外の一般福祉サービスの提供
や、地域包括支援センターにおける高齢者の総合相談などを
実施している。
　地域包括支援センターの訪問業務や高齢者の外出動向
等については、コロナ禍の影響が一部で残っているものの、対
策を講じた上で必要な相談業務は継続出来ており、そのほか
についても回復傾向となっている。

【継続】
・低所得者の介護保険料の国基準の幅での軽減を継続した。
・高齢者福祉と介護保険制度の市民説明会を開催した。（６会場）
・要介護認定の申請者に対し、適正な認定審査を行い、必要な介護サービスの利
用に結びつけた。
・介護保険給付費の適正な運営を図るため、ケアプラン点検、縦覧点検、介護給付
通知など介護給付適正化事業を実施した。
・介護保険制度で提供できない移送サービスと生活支援員派遣事業を実施した。
・住民税非課税で老齢福祉年金受給者と住民税非課税世帯の方を対象に、介護
保険サービスの利用料の一部を補助した。
・寝たきり等の高齢者に紙おむつの支給を行った。
・市内６カ所の地域包括支援センターで、高齢者の総合相談などを実施した。
・認知症高齢者と地域住民の集いの場であるオレンジカフェや家族介護教室を実施
した。

【外的要因】
　コロナ禍の影響は一部で残っているものの、対策を講じた上
で地域包括支援センターの相談件数等は回復傾向となって
いる。

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

4,566 4,264 4,547 5,000

身近な地域で、適切に介護や福祉のサービスを活用し、高齢者の自立を相談支
援している機関である地域支援包括支援センターの相談件数の累計

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
地域包括支援センターの相談件数（件） －

関連課 　―

介護保険制度を適切に運用するほか、福祉サービスを活用することにより、高齢者の自立生活が支援されている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

232 自立のためのサービスの確立　
担当課 長寿はつらつ課

目 指 す 姿



︓

　

　　地域の実情に応じ、介護認定を受けている方も、受けていない方
も、高齢者一人一人が、その方にとって自立した生活となるよう、介
護サービスの効果的活用、地域における医療・介護の連携した支
援のほか、住民主体の生活支援や介護予防など様々な地域資源
の活用も含む、一体的な支援の提供体制を構築し、いつまでも安
心して暮らしていくために、地域包括ケアシステムの確立を目指す。
　その要となり推進する役割をもつ地域包括支援センターの機能強
化を図っていく。

　介護保険制度の円滑な運用のために、情報提供や相談体制、
認知症施策や介護者への支援の充実を図っていく。
　また、介護サービスや介護サービスにはない生活支援を充実させ、
高齢者が住み慣れた地域で、可能な限り自立した生活を続けて行
くための支援を進めていく。

　高齢者の多様なニーズに対し、画一的な基準の介護サービスだけでなく、
地域にある様々な資源（住民主体の活動など）への参加の他、助け合い
によるサービスの創設など、実態に即した支援の提供が課題である。
　今後も介護給付のサービス利用者の増加が見込まれることから、65歳以
上の高齢者が負担する介護保険料の増加が見込まれる。

　高齢者が介護を必要とする状態になっても、可能な限り住み
慣れた地域で暮らし続けるために、ゴミ出しなど地域生活に必要
な支援の発掘・育成を進める必要がある。
　そのため、地域住民が主体となる第2層協議体と行政の連携
は、ますます重要になる。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

7,666,051 7,980,151

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 7,147,737 7,666,051 7,980,151

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
7,147,737

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24 特別養護老人ホーム施設改修事業 ー ー 34,407 継続
23 養護老人ホーム等入所事業【再掲】 ー ー ー 継続
22 安心見守り支援事業【再掲】 ー ー ー 継続
21 特別養護老人ホーム管理運営事業 67,161 71,725 83,127 継続
20 高齢者自立生活支援事業 72,187 78,068 67,088 継続
19 高齢者家族介護支援事業 12,713 14,259 13,876 継続
18 介護保険利用者負担軽減対策費補助事業 93,859 109,659 90,983 継続
17 介護保険介護度軽快者居宅サービス利用料助成事業 527 441 431 継続
16 地域ケア会議運営事業【再掲】 ー ー ー 継続
15 在宅医療・介護連携推進事業【再掲】 ー ー ー 継続
14 介護人材確保事業 ー 3,206 4,355 継続
13 特定入所者介護（予防）サービス費給付事業 210,060 182,395 203,358 継続
12 高額介護（予防）サービス費給付事業 216,782 225,918 230,473 拡充
11 介護保険給付事業 6,337,980 6,842,961 7,076,554 拡充
10 介護給付費審査支払事業 5,917 6,179 6,203 継続
9 一般介護予防事業【再掲】 ー ー ー 継続
8 介護予防・生活支援サービス事業【再掲】 ー ー ー 継続
7 認知症総合支援事業 3,939 4,145 4,385 継続
6 任意事業 6,659 6,706 17,478 継続
5 介護保険料還付事業 4,411 4,962 5,586 継続
4 介護保険賦課徴収事業 14,256 13,954 15,346 継続
3 介護保険特別会計運用事業 26,610 25,362 30,883 継続
2 介護保険制度趣旨普及事業 3,891 9,284 7,147 継続

R4決算見込み
1 介護認定調査・審査事業 70,785 66,827 88,471

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
拡充



関連課 福祉相談課

高齢者が住み慣れた地域で、安心して尊厳のある生活を送ることができるようになっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

233 安全・安心な生活ができる環境整備
担当課 長寿はつらつ課

指 標 １ 指 標 2
認知症サポーターの数（人） －

地域で認知症高齢者を見守り・支援する人である認知症サポー
ター養成講座を受講しサポーターとなった人の数

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
6,850 7,099 7,249 10,000

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

【判断の根拠】
　認知症サポーターの養成人数については、コロナ禍の影響
が残っており、例年並みの成果をあげることができなかったが、
対策を講じて実施したことにより回復傾向となっている。

【継続】
・介護保険サービスの上乗せ支援として、高齢者の住環境改善の
ため、手すりの取付や段差改修を行う場合、改修費用の一部につ
いて補助を行った。
・住宅に困窮している高齢者に対し、高齢者住宅の貸与を行った。
・ひとり暮らし等の高齢者に対し、安心見守り及び緊急通報システ
ムの設置を行った。
・認知機能の低下などにより判断能力が十分でなく、親族の支援が
得られない方の権利を守るため、成年後見制度の市長申立てを
行った。
・認知症サポーター養成講座を、依頼のあった団体に対して実施し
た。

【外的要因】
　コロナ禍の影響は一部で残っているものの、対策を講じた上
で認知症サポーター養成講座の受講者等は回復傾向となっ
ている。

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 3 ④ ・・・ 社会的なニーズは増加傾向にある

【外部評価委員会】
・認知症サポーター養成講座を修了した人を対象にステップ
アップ講座があることを知らない人もいるため、もっとアピールし
て欲しい。
・介護経験者の気づきや経験を、これから介護をする人たちに
アドバイスできる場を設けて欲しい。

　高齢者の増加、特にひとり暮らしや高齢者のみ世帯の増加もあ
り、見守り事業の需要は拡大するものと思われる。
　また、認知症の高齢者や、住宅に困窮する高齢者も増加すること
が見込まれる。
　さらに、コロナ禍で外出機会が減り閉じこもり傾向からくる、孤独死
などの影響もあるため、その対応の増加も懸念される。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 民生委員児童委員活動事業【再掲】 ー ー ー 継続

R4決算見込み
1 安心見守り支援事業 27,486 25,278 24,327

4 養護老人ホーム等入所事業 4,714 4,625 3,776 継続
3 高齢者住宅支援事業 32,041 27,108 26,921 継続

6 包括的支援事業【再掲】 ー ー ー 拡充
5 高齢者自立生活支援事業【再掲】 ー ー ー 継続

8
7

10
9

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

57,011 55,024

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 64,241 57,011 55,024

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
64,241

　高齢者実態調査を活用して、見守りが必要な高齢者を把握する
とともに、具体的な支援へつなげていけるよう仕組みを構築していく。
　また、緊急通報システムなどの機器を活用した見守りと、認知症サ
ポーターや見守り協定締結企業など地域関係者による顔を見ての
見守り支援など、行政や地域包括支援センター及び警察などの関
係機関とも協議を重ね、効果的な高齢者の見守り支援のあり方を
再構築していく。

　第8期計画の位置づけのとおり、様々ある見守り事業につい
ては、効果的な見守りシステムとなるよう、高齢者の実態に即
した見直しを行っていく。
　あわせて、高齢者実態調査などの結果を活用し、支援の必
要な方に対して、適切な支援が行き届くよう努めていくととも
に、避難行動要支援者台帳の個別避難計画の整備もすす
めていく。

　地域で、見守りが必要と思われる高齢者については、その方の状況によ
り、見守り支援の方法は異なるところであり、見守りシステムを活用している
方や、配食サービスなど訪問による見守り支援などの他、認知症サポーター
や、見守り協定締結企業などの見守りと、様々なスタイルの見守り事業が
活用されている。
　これらの様々な見守り事業については、本市の高齢者の実態に即した効
果的・効率的な見守り事業へ見直す必要がある。
　さらに、見守り支援などの必要性と併せて避難行動要支援者台帳の登
録も推進していく。

　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を送るためには、地
域の目としての見守り支援と、行政の機器等を活用した見守り
システムの展開が一体的な見守りネットワークとなるよう、今後も
地域と行政が連動していくことが重要である。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 3 ④ ・・・ 社会的なニーズは増加傾向にある

　住み慣れた地域で最期まで自分らしく暮らし続けることを望
む高齢者の増加が予想され、自立支援・重度化防止に向け
た取り組みや在宅医療と介護の連携体制の整備の必要性
が高まることが見込まれる。

・高齢者の支援の充実・強化のために、日常生活圏域を変
更し、地域包括支援センターを５か所から６か所に増設し
た。

【判断の根拠】
　コロナ過の影響が一部で残っているものの、高齢者の地域
活動団体数については、順調に捕捉することができている。
　また、在宅医療・介護連携事業における情報交換会等に
ついても、関係者等の協力を得ながら、目標値以上の開催
をすることができている。

【継続】
・各地域包括支援センターで総合相談支援等を実施。
・在宅医療・介護連携推進会議の実施。
・多職種合同研修会及び情報交換会の実施。
・ケアマネジャー向け研修会の実施。
・情報連携に向けた作業部会の実施。
・ACP普及啓発座談会の実施。
・在宅医療連携拠点業務委託の実施。
・地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所を対象に、自
立支援型地域ケア会議を毎月開催。
・地域ケア推進会議を開催。

【外的要因】
　コロナ禍の影響は一部で残っているものの、対策を講じた上
で回復傾向となっている。

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 3 ④ ・・・ 極めて順調

79 58 113 200

高齢者を中心とした、サロンや体操など、地域で様々な社会参
加の活動を定期的に実施している活動団体数

－

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
高齢者の地域活動団体数（団体） －

関連課 　―

医療・介護の連携や地域のつながり、助け合いの仕組みづくりなど地域包括ケアシステムの深化に取り組み、誰もが住み慣れ
た地域でいつまでも自分らしく暮らせるまちになっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

234 地域包括ケアシステムの推進
担当課 長寿はつらつ課

目 指 す 姿



︓

　

　・地域包括支援センターを統括する基幹型地域包括支援センターの設置に向
けた検討を進める。
・医療職と介護職のスムーズな連携のために、情報連携の各種ルールの普及
啓発に努める。
・高齢者が自分らしい暮らしを続けるため、ACPや看取り等に関する意識啓発
を進めると共に、専門職に対して学習の機会を設ける。
・４つの場面（入退院支援、日常の療養支援、急変時の対応、看取り）に
応じた事業計画を策定し、在宅医療・介護連携推進事業の更なる強化を図
る。

　第8期計画の位置づけのとおり、地域共生社会の実現を視野に、
地域包括ケアシステムの確立を目指し、高齢者支援の要である、
地域包括支援センターの機能強化をすすめていく。
　人員体制の強化、圏域の見直しに続き、基幹型地域包括支援
センターの設置について検討を進めていく。
　また、介護保険の各種サービスと一般施策も併せて、効果的に高
齢者の自立を支援できるよう各種施策を推進していく。

　複雑多様化する高齢者のニーズに対して、総合的に支援
を実施する地域包括支援センターの機能強化は、重要な課
題である。

　在宅医療と介護の連携の具体化に向け、市民ニーズに基づき
市民及び医療や介護の専門職等の関係者と連携を図り、事業
展開を行う必要がある。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

171,761 200,064

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 160,568 171,761 200,064

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
160,568

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6
5 認知症総合支援事業【再掲】 － － － 継続
4 生活支援体制整備事業【再掲】 － － － 継続
3 地域ケア会議運営事業 6,898 4,799 10,430 継続
2 在宅医療・介護連携推進事業 8,799 8,408 11,553 継続

R4決算見込み
1 包括的支援事業 144,871 158,554 178,081

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
拡充



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない
【障害者プラン推進委員会】（プラン進行管理評価コメントより）
虐待への対策について、家庭でのリスク軽減のため、緊急預かり枠などを検討してもら
いたい。また、こども関係の部署とも協力・連携して虐待に関する施策を推進してほし
い。障害に対する理解・啓発などについては、障害者差別解消法も含め、広報あさか
などを活用し、広く周知・啓発に取り組んでもらいたい。あわせて、障害のある人とない
人が地域で交流するイベント等を開催することによって、互いを尊重し地域で共に生き
る共生社会の実現に繋がっていくと思う。

障害のある人は年々増加傾向にあり、また、障害の特性もさまざまであるこ
とから、継続的に市民に対し、広く障害や障害のある人に関する周知、啓
発を行っていく必要がある。
また、障害のある人も高齢化しており、それと共に障害のある人を抱える家
族も高齢化していることから、成年後見制度に関する適切な情報提供を継
続して行う必要がある。

・生活のしづらさ調査（厚労省による障害者の実態調査）を実施（障害福祉総務事
務事業）
・手話に関する情報交換を行う全国手話言語市区長会への年会費の新設（障害福祉
総務事務事業）
・重度心身障害者医療の県内現物給付化を実施（障害者医療・手当給付事業）
・令和4年〜5年度にかけて第６次障害者プラン等の策定を開始（障害者プラン・障害
福祉計画推進事業）
・障害者自立支援協議会に新たな専門部会として精神包括ケア部会を設置（障害者
プラン・障害福祉計画推進事業）
・パラリンピック・デフリンピック参加選手に対し、その栄誉を称え、奨励金を交付する事業を
開始（障害者スポーツ・レクリエーション事業）

【判断の根拠】
障害のある人が安全で安心した生活を送ることのできる地域社会の実現に
はノーマライゼーションの理念を広く普及させることが必要であることから、広
報あさかや市のホームページ・障害福祉課Twitterなどを活用し、障害のあ
る人への理解を深めるための周知啓発を行った。
前年度に引き続き、広報あさかにおいて新型コロナウイルス感染症に関する
情報提供などが多く、障害福祉サービスに関する情報提供を必要最小限
で実施している。
成年後見制度が必要と思われる当事者に対しては適切な情報提供を行う
とともに、身寄りのない障害のある人について、市長申立てを行った。

【継続】
・12月の障害者週間（12月3日〜9日）に啓発事業を実施。
・市民ホールにおいて障害福祉施設自主製作品展示販売会を実施。
・障害者プラン推進委員会を年4回開催。
・障害者自立支援協議会を年1回開催。権利擁護に係る専門部会を1
回、障害児に係る専門部会、地域生活支援拠点に係る専門部会、精神
包括ケアに係る専門部会をそれぞれ2回開催。
・成年後見制度の市長申立てを1件行った。
・職員（指定管理を含む）を対象とした障害者差別解消法及び朝霞市
日本手話言語条例に係る職員研修を実施。

【外的要因】

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

52 57 63 100

様々な媒体を活用して行う障害に関する啓発・広報活動件数 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
啓発・広報活動件数（件） －

関連課 　―

ノーマライゼーションの理念が普及し、障害及び障害のある人についての理解が促進されると共に、必要に応じて権利擁護に関
する制度が活用され障害のある人が地域で安心して生活できるよう、障害のある人もない人も共に暮らしやすいまちになってい
る。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

241 共に生きる社会の実現
担当課 障害福祉課

目 指 す 姿



︓

　

　関係団体や県等の関係機関と連携を図りながら、障害のある人とない人が
共に暮らすことのできる地域づくりを目指し、交流を深めることができるよう
様々な行事やSNS等を通して啓発、広報を実施していく。
また、障害のある人の日常生活に直結する福祉タクシー利用券や自動車
燃料費補助など、市独自の施策については、社会情勢や他の自治体の動
向を注視しながら限られた予算の中で実施していく。

・障害のある人に対する誤解や偏見等をなくしていくため、引き続き社会的
障壁を取り除く啓発活動を行っていくこと。
・第5次朝霞市障害者プラン・第6期障害福祉計画・第2期障害児福祉
計画の進捗管理や評価を適切に行うこと。
・第6次障害者プラン等の計画策定の準備等を円滑に行うこと。
・レクリエーション事業等に関して、障害の有無に関わらず、広く市民が交流
できる事業展開を検討すること。

ノーマライゼーションの理念の普及に関しては、広報あさかや市のホームペー
ジを活用することだけにとどまらず、SNS等などにより効果的な方法で実施す
る必要がある。
障害のある人とない人の相互交流を促進するため、各事業の内容を充実さ
せ、更なる参加促進を図る必要がある。
障害者虐待防止センター、障害者差別解消法に係る相談窓口、成年後
見市長申立てなど、市が主体となって実施する支援について、更なる周知
及び体制整備を行う必要がある。

障害や障害のある人に関する理解を深めるためには、障害のある人とない
人とが触れ合い、様々な場面で共に活動できることが効果的と考えられるこ
とから、触れ合える場面を数多く作っていく必要がある。また、関係団体の諸
活動を通して、障害のない人に障害のある人への理解が深まるよう周知を
行っていく。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

3,581,238 3,611,487

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 3,428,156 3,581,238 3,611,487

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
3,428,156

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6 障害者生活支援事業 2,636,357 2,825,614 2,871,516 拡充
5 障害者医療・手当給付事業 671,479 636,673 596,338 継続
4 障害者スポーツ・レクリエーション事業 838 3,848 8,649 拡充
3 障害福祉総務事務事業 41,795 36,824 41,524 継続
2 障害福祉助成事業 58,777 57,966 65,869 拡充

R4決算見込み
1 障害者プラン・障害福祉計画推進事業 18,910 20,313 27,591

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



関連課 健康づくり課、教育指導課

障害のある人に対し、適切な障害福祉サービスや地域生活支援事業の提供、各種補助などの経済的支援を行うほか、ライフ
ステージの各段階に応じた相談や情報提供の充実を図ることにより、障害のある人が地域において自立した生活を営むことがで
きるようになっている。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

242 地域における自立生活支援
担当課 障害福祉課

指 標 １ 指 標 2
障害福祉サービス等の延べ利用件数（件） －

障害福祉サービス等の延べ利用件数 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
20,459 22,599 22,599 24,000

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
・生活のしづらさ調査（厚労省による障害者の実態調査）を実施（障害福祉総務事
務事業）
・手話に関する情報交換を行う全国手話言語市区長会への年会費の新設（障害福祉
総務事務事業）

【判断の根拠】
障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス等については、計画
を上回る利用件数となっている。
新型コロナウイルス感染症の影響が大きかった令和２年度以降から
徐々に回復の兆しが見られ、全体としては、必要な方に対し、障害
福祉に関する各種サービスの提供などを遂行することができたと考え
られる。一部の事業については、いまだ新型コロナウイルス感染症の
影響から回復しきれていない部分も散見されるため、引き続き調
査・分析し、必要な支援を検討していく。

【継続】
指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所の指定業務を実施し
た。障害支援区分認定の審査及び調査を行った。朝霞地区一部組合が運営する
障害者支援施設、朝霞地区福祉会が運営する児童発達支援センター、生活介護
施設等の運営費の負担を行った。重度心身障害者医療費の給付、特別障害者手
当の支給などを行い、障害のある人の経済的負担の軽減を図った。障害福祉団体に
補助金を交付することで、活動を支援し、運営の安定を図った。障害のある人の経済
的負担の軽減を図り、自立を支援するため、自動車運転免許取得費補助、福祉タ
クシー利用券・バス鉄道共通カード・自動車燃料費の助成等を行った。障害者総合
支援法に定める、手話通訳者等の派遣や日常生活用具の給付等の地域生活支
援事業を実施した。障害福祉サービス等の支給決定及び介護給付・訓練等給付費
の支出を行った。

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

【障害者自立支援協議会専門部会】（地域生活支援拠点）
令和4年4月1日から運用が開始した朝霞市地域生活支援拠点等事業について、さ
らなる周知や事業所との連携が必要と考える。また、特定相談支援事業所等連絡
会などにおける情報共有や意見交換も重要である。
【障害者プラン推進委員会】（プラン進行管理評価コメントより）
障害児に関する福祉サービスの利用は急増しており、計画相談のニーズも高まってき
ている。将来を見据えた適切な助言ができる相談員の育成と質の向上を望む。

障害のある人は年々増加傾向にあり、また、障害の特性もさまざまであるこ
とから、継続的に市民に対し、広く障害や障害のある人に関する周知、啓
発を行っていく必要がある。
また、障害のある人も高齢化しており、それと共に障害のある人を抱える家
族も高齢化していることから、成年後見制度に関する適切な情報提供を継
続して行う必要がある。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 障害福祉総務事務事業【再掲】 - - - 継続

R4決算見込み
1 育み支援バーチャルセンター事業（幼稚園巡回相談事業等）【再掲】 - - -

4 乳幼児健康診査事業【再掲】 - - - 継続
3 障害者生活支援事業【再掲】 - - - 拡充

6 母子訪問指導事業【再掲】 - - - 継続
5 母子健康教育事業【再掲】 - - - 継続

8 朝霞地区一部事務組合負担事業（障害者支援施設） 21,423 20,099 22,673 継続
7 障害者施設等運営支援事業 427,093 400,822 424,186 継続

10 障害福祉助成事業【再掲】 - - - 拡充
9 朝霞地区福祉会負担事業 16,500 18,611 16,365 継続

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

439,532 463,224

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 465,016 439,532 463,224

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
465,016

障害者総合支援法の改正等に適切に対応していくとともに、障害
のある人が、必要なサービスを適切に受けられるよう認定審査及び
サービスの支給決定を実施する。同時に、増加傾向にある障害福
祉サービスについて、適正な審査を行い、適正な利用に関して啓発
を行っていく必要がある。

適切なサービス等利用計画に基づいた障害福祉サービス等の支給
決定を行い、介護給付・訓練等給付の適正化を図ること。また、障
害のある人の自己決定権を尊重し、その意思決定の支援を行って
いけるよう努め、本人の意思を尊重し、必要とする障害福祉サービ
スを提供することで、その自立と社会参加を図っていくこと。

指定特定相談支援事業所及び相談支援専門員の増加に向けて各法人
に働きかけを行うとともに、連絡協議会の開催などにより、既存事業所の質
の向上を図る必要がある。
また、相談体制の要となる基幹相談支援センターの整備について、検討す
る必要がある。
利用者及び市内の各種事業所が増加する中で、障害特性やライフステー
ジに合わせた適正なサービスが提供されるよう、地域課題を検討する必要
がある。

障害者支援施設の運営費を負担し、運営の安定を図る。医療費の給付
や手当の支給により障害のある人の経済的負担の軽減を図る。障害福祉
団体に補助金を交付し運営の安定を図る。自立を支援するため、福祉タク
シー利用券・バス鉄道共通カード・自動車燃料費などを助成し、経済的負
担の軽減を図る。障害福祉サービス等の実施に係る介護給付・訓練等給
付費負担金などを支出し、必要な支援を行う。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



関連課 教育指導課

朝霞市障害者就労支援センターやハローワークなどとの連携を密にし、障害のある人の就労を促進したり、一般就労が困難な
人に対しては、福祉的就労施設（障害者多機能型施設）や日中活動施設（地域活動支援センター）等の充実、情報
提供に努める。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

243 自立に向けた就労の支援
担当課 障害福祉課

指 標 １ 指 標 2
障害者就労支援センター利用による就職者数（人） －

障害者就労支援センターの利用による年間就職者数 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
27 21 41 50

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

【判断の根拠】
就労支援センターの利用による年間就職者数は、法定サービスで
ある就労移行支援事業の利用が進み、就労支援センターを利用
せずに、就労移行支援事業所から就職に至る方も増えており、若
干の減少傾向にあると考えられるが、各事業所とセンターの連携を
図り、就労支援に繋げている。
また、市が実施する障害福祉サービス事業所の利用人数について、
令和２年度から続く新型コロナウイルス感染症の影響から徐々に回
復しつつあるが、引き続き新型コロナウイルス感染症対策を講じつ
つ、全般的にサービスの継続を行うことができた。【継続】

・社会福祉協議会を指定管理者として、障害福祉サービス事業所2箇
所、指定特定相談支援事業所2箇所、障害者就労支援センターを運営
し、一般企業での就労が困難な障害のある方に対して就労や生産活動の
機会を提供するとともに、常に介護を要する人に対して介護や創作的活動
の機会などを提供し、障害福祉サービスの利用に必要なサービス等利用計
画を作成を通じて就労支援と生活支援を総合的に行い、一般就労の促
進を図りながら自立と社会参加を促進した。
・NPO法人が運営する地域活動支援センター3施設に対し運営費補助を
行った。
・通常学級における特別な支援を必要とする児童生徒に対し、支援員によ
る支援を実施した。

【外的要因】

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない
【障害者プラン推進委員会】（プラン進行管理評価コメントより）
市役所入口で行われている障害福祉施設自主製作品展示販売会はとて
もよいことだと思う。市役所の中でも身近に障害のある人がいるという環境づ
くりは大切だと考える。障害者団体の支援については、補助金交付も大切
だが、団体同士の連携強化やネットワーク作りの促進が必要であると考えて
おり、また、各団体も必要と感じていると思うので、顔の見える関係づくりの
構築を検討してほしい。

精神障害のある人が増加していることなどから、障害者就労支援センタ―に
よる支援は継続して求められており、さまざまな就労支援サービスが創設さ
れる中で、市設置の施設については、そのあり方について調査・研究してい
く。
また、市が設置する障害福祉サービス事業所については、重度の障害のあ
る方が利用できる事業所としてのニーズがある。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
拡充

2 障害者生活支援事業【再掲】 - - - 拡充

R4決算見込み
1 障害福祉助成事業【再掲】 - - -

4
3 障害者施設等運営支援事業【再掲】 - - - 継続

6
5

8
7

10
9

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

0 0

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 0 0 0

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
0

障害のある人の自立を促すための取り組みとして、国は法令により
法定雇用率を設定している。今後も法令改正等の動向を注視す
るとともに、障害者就労支援センターにおいては、ハローワークや就
労移行支援事業所等の関係機関とさらなる連携を促進する必要
がある。

障害のある人の雇用を促進するため、障害者就労支援センター等
において関係機関と密な連携を図り、就労支援を行うこと。また、障
害のある人が地域の中で安心して生活を送るために、日中活動の
場の充実やコミュニケーション支援の充実に努めること。このほか、指
定管理事業に関しては、適切なサービスが提供されるよう、指定管
理者への指導に努めること。

日中活動施設の確保の継続及びこれらの施設の情報を配布物や
SNS等で情報提供するなど、就労支援に関して周知していく。
市内に各種就労支援事業所が増加する中で、これらや関係機関
と連携を行い、就労定着支援などの障害福祉サービスなどの周知と
ともに、適切な就労支援につなげるため、障害者就労支援センター
のあり方について調査・研究していく。

障害のある人の自立を促すための取り組みとして、国は法定雇
用率を設定し、啓発等に努めているものの、障害者理解、障害
のある人への配慮等がなされた社会の実現には至っていない部
分もあると考えられることから、市としても積極的に障害者理解を
促進するための取り組みを実施していく必要がある。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



関連課 　―

すべての市民は自身が健康であるよう、健康の重要性に対する意識を高く持ち、教育・保健・医療・福祉の各機関は連携して
市民の健康づくりの支援を行っている。

まち・ひと・しごと目標 基本目標４　誰もがいつまでも活躍できる安全・安心なまちを実現する

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

251 健康づくりの支援
担当課 健康づくり課

指 標 １ 指 標 2 【まち・ひと・しごと】

「健康あさか普及員」の人数（人） 健康寿命（男性・女性）（歳）

（ア）地域とのつながりを持ちながらいつまでも活躍できる環境づくり

平成２６年３月策定の「あさか健康プラン２１(第２次)」により
創設した「健康あさか普及員」の人数

６５歳に達した人が、「要介護２以上」になるまでの、自立して
健康に生きられる年数

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
407 417 421 450 18.14（男性）

20.76（女性） ー ー 18.36（男性）
21.08（女性）

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

ー

【判断の根拠】
指標１については、順調に推移している。
指標２については、概ね順調に推移している。
上記のことから、新型コロナウイルス感染症による影響はあっ
たものの、概ね順調に推移しているといえる。

【まち・ひと・しごと】
市民それぞれが継続して健康づくりに取り組めるよう、健康づ
くりに関する情報発信を積極的に行った。【継続】

・あさか健康プラン21では、健康あさか普及員とともに「あさか
健康ラウンジ」をはじめとする各種事業を実施。令和５年2
月末現在の健康あさか普及員登録者数は、421人。マイ
レージ事業参加申込件数3,131人。
・保健センターガイド76,000部全戸配布し、保健事業の周
知を図った。
・あさか健康プラン21（第2次）計画の進捗管理
・健康づくり推進協議会の運営
・健康増進センターにおける運営管理

【外的要因】
健康あさか普及員をはじめとする市民との協働で健康づくり活
動を推進しているが、新型コロナウイルス感染拡大による活動
の制限があり、普及活動を充分に行うことはできなかった。

4 必 要 性
2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

ー

市民ひとりひとりが健康づくりに取り組めるよう、健康に関する
情報発信を行い、今後も健康づくりの機会の提供など、健康
づくりに関する支援を行っていく必要がある。

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続

2 保健衛生総務事務事業 7,473 7,515 13,846 継続

R4決算見込み
1 あさか健康プラン２１推進事業 18,738 9,605 9,485

4
3 健康増進センター管理運営事業 191,070 172,833 209,710 継続

6
5

8
7

10
9

12
11

14
13

16
15

18
17

20
19

22
21

24
23

26
25

28
27

30
29

32
31

34
33

36
35

38
37

189,953 233,041

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 217,281 189,953 233,041

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
217,281

健康づくりの意識向上の輪が市民に広がるよう、健康あさか
普及員等の市民とともに協働して、推進していく。

指標に関する進捗状況は概ね順調に推移している。一方
で、新型コロナウイルス感染拡大により、健康づくり事業が一
部縮小の状況となっている。コロナ禍ではあったものの、今後
は工夫を重ねながら事業を実施し、市民の健康づくりへの支
援を行う。

新型コロナウイルス感染拡大により、健康づくり事業が一部縮
小となっている。健康づくり活動が制限されることにより、健康
づくりの普及啓発が制限される状況にあった。
また、市民同士の活動にも制限があり、普及啓発の場面が
少ない状況にあった。市民への情報提供や健康づくり活動参
加への制限があることから、今後、将来にわたって、健康面で
の影響が懸念される。

(行政) 計画の進捗管理、推進事業及び健康まつりを含む健
康づくりの情報発信を行う。健康あさか普及員をはじめとする市
民と協働した健康づくり事業を実施する。

(市民) 自分の周囲の方へ、健康づくりの情報を伝えるなど、行
政とともに健康づくりを推進していく。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括



h2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

外部評価委員会で、妊婦さんより保健センターがある朝霞駅
まで電車に乗っていくのは厳しいという声があるため、既存の建
物を使って遠隔で保健師と気軽に相談できるしくみを検討し
ていただきたいと意見があった。

コロナ禍という環境において、健康づくりに関する環境の格差
が広がらないよう、市民に健康づくり事業を展開する必要があ
る。新型コロナウイルス感染症による将来的な健康被害を想
定し、将来にわたって健康づくりに取り組めるよう、各種事業
の実施が必要といえる。

ー

【判断の根拠】
指標１については、横ばいで推移しており、目標は達成でき
ていない状況。
指標２については、順調に推移。概ね目標を達成できてい
る。
各種事業において、感染対策を講じて実施できた。

【まち・ひと・しごと】
妊婦本人が来所した際は必ず全員と面談し、代理申請の場
合も電話や訪問等で本人からも情報を得るよう努めた。

【継続】
・母子保健では、新生児訪問、乳幼児健診、母子健康教
育等各種事業の実施。
・健康増進事業では、３０代のヘルスチェック及び生活保護
受給者の健康診査、各種がん検診事業等の実施。
・歯科保健では、成人歯科健診、幼児歯科健診等の実
施。
・予防接種では、新型コロナウイルスワクチン接種を含む各種
予防接種を実施。
・精神保健では、ゲートキーパー研修を実施。

【外的要因】

ー

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

子宮頸がん　６
乳がん　８

子宮頸がん　8
乳がん　9

子宮頸がん　7
乳がん　8

子宮頸がん　50
乳がん　50 94.1 94.6 95.0 100

子宮頸がん検診は２０歳以上の女性
乳がん検診は４０歳以上の女性

母子手帳交付時に面談した妊婦の割合

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2 【まち・ひと・しごと】

女性のがん（子宮頸がん・乳がん）検診受診率（％） 専門職が面談した妊婦の割合（％）

（ア）妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援体制の充実

関連課 　―

すべての市民が自分の健康についてよく理解、疾病の早期発見や予防を心がけている。

まち・ひと・しごと目標 基本目標３　安心して結婚・出産・子育てができる環境をつくる

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

252 保健サービスの充実
担当課 健康づくり課

目 指 す 姿



︓

　

　乳幼児健康診査、がん検診や歯科健診など、受診率向上
に向けて、更なる工夫を行うとともに、市民一人一人が健康
行動をとれるよう、各種事業を推進する。
新型コロナウイルスワクチン接種をはじめとした予防接種事業
では、国の動向を注視していく。

指標１に関する進捗状況は新型コロナウイルス感染拡大に
よる受診控え及び事業等の縮小の影響があった。新型コロナ
ウイルスワクチン接種をはじめとした予防接種事業では、概ね
順調に実施することができた。今後は、関係機関との連携、
市民への啓発、事業展開の工夫などにより各種事業を実施
していく。

がん検診や乳幼児健康診査について、その重要性を市民に
周知することにより、市民一人一人が健康行動がとれるよう、
工夫する必要がある。
妊婦を取り巻く環境は複雑化しており、関係機関と連携して
早期に支援していけるようにすることが重要である。

（行政）市民の健康づくりのために十分な保健サービスを提供
し、多くの市民がサービスを受けられる体制づくりを担う。

（市民）自分自身の健康志向を高め、周りの方々へ健康づく
りの輪を広げ、健康づくりに取り組む。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

2,069,058 1,985,945

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 1,005,966 2,069,058 1,985,945

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
1,005,966

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17 健康危機対策事業 25,600 25,046 4,873 継続
16 新型コロナウイルスワクチン接種事業 16,809 1,128,373 980,476 継続
15 予防接種事業 511,007 463,381 543,895 継続
14 精神保健事業 3,872 2,938 4,361 継続
13 歯科保健事業 6,854 5,786 3,998 継続
12 育み支援バーチャルセンター事業（幼稚園巡回相談事業等）【再掲】 ー ー ー 継続
11 未熟児養育医療給付事業 18,288 16,786 15,959 継続
10 母子訪問指導事業 21,255 19,349 24,008 継続
9 母子健康教育事業 7,495 6,059 6,665 継続
8 妊婦一般健康診査等事業 119,366 121,711 111,014 継続
7 妊娠・出産包括支援事業 18,417 16,853 16,786 拡充
6 乳幼児健康診査事業 34,424 32,013 34,759 継続
5 あさか健康プラン２１推進事業【再掲】 ー ー ー 継続
4 成人健康診査事業 12,973 11,529 11,438 継続
3 骨粗しょう症予防事業 6,294 6,495 5,089 継続
2 健康教育事業 3,604 2,904 3,970 継続

R4決算見込み
1 がん検診事業 199,708 209,835 218,654

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

ー

医療機関が休診となる平日夜間や日曜祝日における救急
体制を整備することは、市民の医療への安心、安全を守るう
えで必要不可欠である。今後もこれらの体制を安定的に維
持していく必要がある。

ー

【判断の根拠】
指標１については、目標に届いておらず、横ばいの状況であ
る。

医療体制については、例年通りの体制で運営できているが、
かかりつけ医の普及について、市民への普及に課題がある。

【継続】
・在宅当番医制、小児救急医療支援事業、病院群輪番制
など夜間、休日の救急体制の実施
・小児救急医療寄附講座の実施（慶応大学）
・救急医療寄附講座の実施（日本大学）
・早期不妊検査・不育症検査助成費補助事業及び不妊治
療助成事業を実施
・献血事業の実施
・保健センターにおける管理

【外的要因】
新型コロナウイルス感染拡大による医療のひっ迫状況があり、
医療体制への影響があった。

4 必 要 性

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況
【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調

75.9 76.6 75.0 100

乳幼児健診の受診児で、かかりつけ医を持っている割合 －

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）

指 標 １ 指 標 2
乳幼児のかかりつけ医普及率（％） －

関連課 　―

すべての市民が在宅医療、かかりつけ医、かかりつけ薬局などに対する意識が高く、身近な医療から高度な医療まで地域医療
が充実している。

まち・ひと・しごと目標 　―

施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

253 地域医療体制の充実
担当課 健康づくり課

目 指 す 姿



︓

　

　適切な医療を受けられるよう、現在の医療体制を維持すると
ともに、救急医療体制についても、同様に維持していく。

指標に関する進捗状況は、目標の８割弱にとどまっており、
横ばい状態が続いているため、さらなる啓発が必要と考える。
救急医療を含めた医療体制については現状を維持するととも
に、市民それぞれがかかりつけ医を持ち、適切な受診行動がと
れるよう、引き続き啓発を行っていく。

救急医療体制の安定的な体制を維持していくことが重要で
ある。かかりつけ医を持つよう周知するとともに、市民それぞれ
が救急医療に関して適切な受診行動がとれるよう、啓発が必
要である。

（行政）医療体制について、地域の現状をとらえ、必要な環境
を整える。また、適切な受診行動が取れるよう、かかりつけ医を
持つことの普及をすすめていく。

（市民）かかりつけ医をもち、適切な受診行動がとれるようにな
る。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括

45,719 51,279

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担

計（単位︓千円） 91,782 45,719 51,279

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
91,782

38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6
5
4
3 地域医療確保事業 76,995 28,750 30,377 継続
2 保健センター管理事業 12,671 13,395 18,990 継続

R4決算見込み
1 献血者確保推進事業 2,116 3,574 1,912

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断

番号 施策を構成する事務事業名 総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円） 今後の方向性※R2決算 R3決算
継続



施策評価シート（対象︓R４年度実施施策）

担当課 保険年金課
関連課 生活援護課、収納課

まち・ひと・しごと目標 　―

指 標 １ 指 標 2

R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標
（Ｒ７年度） R２年度実績 R３年度実績 R４年度見込み 最終年度目標

（Ｒ７年度）
39.6 42.4 45.0 60.0

1 実 施 内 容 3 進 捗 状 況

ー

【新規】 1 2 ③ 4 ・・・ おおむね順調
【判断の根拠】

【継続】

261 社会保障制度の適正な運営

・国民健康保険事業及び後期高齢者医療事業が安定して円滑に運営されることにより、全ての加入者が安心して質の高い
医療を受けられる。また、国民年金加入者が制度を正しく理解することにより、適正な給付を受けられ健康的な生活を営むこと
ができている。
・生活困窮者に対し、必要な制度や補助など適切なサービスを提供することで、生活の安定と自立の促進が図られる。

特定健康診査受診率（％） －

特定健康診査対象者（国保被保険者で４０歳〜７５歳未
満）のうち、健診を受診した人の割合

－

・一人当たりの医療費は高齢化や医療技術の高度化等により、今後も増
加傾向が続くものと予想される。また、健康で快適な生活を求めるニーズ
も、今後も続くものと思われる。
・国民年金制度に対する市民の関心は依然として高く、今後も制度の周
知や年金相談等きめ細かな対応が必要である。
・生活保護制度に基づき適正に生活保護業務を実施する必要がある。

・国保加入世帯数15,967世帯、被保険者数22,656人。特定健診受診者
5,146人、人間ドック受診者894人に対する補助を実施した。(Ｒ5.2月末現在）
・後期高齢者被保険者数14,754人。健康診査受診者4,734人、人間ドック受診
者557人に対する補助を実施した。(Ｒ5.2月末現在）
・国民年金被保険者総数15,843人、免除制度･保険料納付特例制度利用者
5,711人。社会保険労務士による年金相談19回、58人に実施した。国民年金の
諸届を3,113件受付し、日本年金機構へ進達を行った。(Ｒ5.1月末現在）
・生活保護の動向は、令和4年度当初、1,546世帯、1,893人に保護を適用した。
また、令和５年１月末時点で、1,576世帯、1,915人に保護を適用し、生活保護
延べ相談件数は令和５年1月末時点で514件であった。

2 審議会等第三者機関の評価・意見 1 2 ③ 4 ・・・ 社会的なニーズは現状と変わらない

ー

指標Ⅰについては、特定健康診査受診率は上昇傾向にあ
り、最終年度目標を目指し、引き続き受診勧奨に努める。
また、生活保護世帯の自立助長を図るため、的確な方策を
助言できるようケースワーカーの資質向上に努め、要保護世
帯の相談に対しては生活保護申請などの相談業務を適切に
実施し、確実な支援を実施している。

【外的要因】

4 必 要 性

目 指 す 姿



︓

　

　

５ 施策構成事務事業の優先度評価 ※事務事業評価の判定を踏まえて、今後の方向性を判断
総コスト（事業費＋人件費　単位︓千円）
R2決算 R3決算 R4決算見込み

1 国民健康保険税徴収事業 69,813 64,741 57,265 継続
2 国民健康保険医療費給付事業 6,732,703 7,186,171 7,442,958 継続
3 国民健康保険運営協議会運営事業 3,562 4,238 5,252 継続
4 国民健康保険事業費納付事業 3,318,818 3,359,215 3,650,773 継続
5 国民健康保険診療報酬明細書点検事業 38,237 38,225 37,380 継続
6 国民健康保険税賦課事業 36,710 36,786 37,058 継続
7 国民健康保険被保険者の資格管理事業 90,173 68,406 90,560 継続
8 国民健康保険保健衛生普及事業 137,798 147,560 141,298 継続
9 出産育児一時金及び葬祭費支給事業 53,371 43,012 64,579 継続
10 後期高齢者医療運営事業 15,226 14,396 24,307 継続
11 後期高齢者医療健康診査等事業 93,836 98,615 104,127 継続
12 後期高齢者医療広域連合納付事業 1,323,571 1,341,196 1,452,492 継続
13 後期高齢者医療保険料還付事業 5,431 5,807 5,973 継続
14 後期高齢者医療保険料徴収事業 16,089 17,205 13,041 継続
15 埼玉県後期高齢者医療広域連合負担事業 958,626 923,468 975,208 継続
16 国民年金事業 24,634 29,270 20,654 継続
17 生活保護事業 3,641,563 3,800,704 4,138,110 継続
18 生活保護総務事務事業 183,652 188,870 58,984 継続
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38

計（単位︓千円） 16,743,813 17,367,885 18,320,019

R２年度 R３年度 R４年度(見込み）
16,743,813 17,367,885 18,320,019

6 現 状 と 課 題 の 分 析 8 行政 と市民の役割分担
・少子高齢化の急速な進展の下、国民健康保険の被保険者数は
減少傾向を続け、後期高齢者医療は増加傾向が続いている。医
療費の動向は令和４年度においてもコロナ禍の影響が続いていた
が、コロナ禍前の状態に戻りつつある兆しもみられる。特定健康診
査の受診者数も、コロナ禍前の状態に戻りつつある。
・高齢者人口の増加をはじめ、新型コロナウイルス感染拡大による
影響など、さまざまな理由により、生活保護の受給者は増加傾向に
ある。

（市）保険者として、健全な国民健康保険財政や後期高齢
者医療保険財政に努める。
　国民年金の関係届の申請を受付、日本年金機構への進達を
行う。
（市民）国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、国民
年金保険料の支払いを行う。
　特定健康診査や人間ドックなどの積極的受診に努める。

7 今 後 の 展 開 9 所 管 部 の 総 括
・国民健康保険及び後期高齢者医療は、引き続き健全な財政運営及び医
療費適正化の観点からも疾病予防、健康増進などへの取り組みを充実させ、
国などの動向を注視しながら事業運営を行う必要がある。
・急速な高齢者社会の進展に伴い、制度改正が繰り返される後期高齢者医
療制度や年金制度は、わかりやすい表現を使用し、制度の趣旨や内容の理
解を深められるように努める必要がある。
・高齢者人口の増加をはじめ、新型コロナウイルス感染拡大による影響など、さ
まざまな理由により、生活保護の受給者は増加するものと見込んでいる。

・被保険者が、いつでも安心して必要な医療を受けることができるよう、国民健康保
険及び後期高齢者医療の被保険者証の速やかな交付をするとともに、今後も迅速
で正確な事務に取組。
・国保の総合健診の実施により、受診率の向上を図る。
・1号被保険者の産前産後期間の保険料免除や年金生活者支援給付金制度な
ど、年金関連の新しい制度が施行されていることから、制度に関する理解を深めるた
め、一層の啓発活動や相談事業に取り組む。
・高齢者人口の増加をはじめ新型コロナウイルス感染拡大による影響など、さまざまな
理由により、生活保護の受給者は増加するものと見込んでいるが、必要な人には速
やかに保護を実施し、安定した生活、自立助長に向けた支援を行っていく。

番号 施策を構成する事務事業名 今後の方向性※

総コスト（事業費+人件費）の
経年変化　単位︓千円


